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バイオ炭の農地施用による炭素貯留量を 

簡便に算出する手法を開発 
－バイオ炭の普及促進と炭素クレジット創出への貢献が期待－ 

 

バイオ炭の農地への施用は気候変動の緩和や土壌保全に貢献します。さらに、バイオ炭

の施用による土壌の炭素貯留量の増加は、CO2削減のクレジット化の手段としても注目され

ています。農研機構は、秋田県立大学、立命館大学、和歌山県工業技術センターと共同で、

日本産業規格（JIS M 8812）の分析値を活用し、炭化温度および土壌炭素貯留量を算出す

る手法を開発しました。この手法により、原料の種類に関係なく炭素貯留量を簡便かつ正

確に計算でき、バイオ炭の普及促進や炭素クレジット創出の効率化が期待されます。 

 

バイオ炭は、バイオマス（生物由来の有機物）を燃焼しない水準に管理された酸素濃度

の下、350℃以上の温度で加熱して作られた固形物です。バイオ炭中の炭素含有率は炭化温

度に依存します。バイオ炭の炭素は難分解性の特性があり、土壌に炭素を貯留する効果的

な手法として国際的に認められています。 

バイオ炭を活用した炭素クレジット創出には、土壌へ施

用する炭素量に加え、炭素の固定効果を評価する必要があ

ります。その手法の一つである 2019 年 IPCC 改良ガイドラ

イン 1)に沿ってバイオ炭による土壌炭素貯留量を算出する

には、投入バイオ炭の重量、当該バイオ炭の有機炭素含有

率（Fc）2)および 100 年後の炭素残存率（Fperm）3)を用いま

す（炭素貯留量（トン CO2）＝ 投入バイオ炭の重量（トン、

乾重）× Fc × Fperm × 44/12）。同ガイドラインでは有

機炭素含有率および 100 年後の炭素残存率のデフォルト値

が提示されていますが、用いる原料の種類や炭化温度によ

ってこれらのデフォルト値は異なります。特に、炭化温度

が不明なバイオ炭や、ガイドラインに明記されていない原料を用いる場合、これらのデー

タを取得するためには、時間と費用がかかる元素分析 4)などの測定が必要であり、バイオ

炭を活用した炭素クレジット創出における事業者の負担となっています。 

写真 1．竹由来のバイオ炭 

プレスリリース 
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新たに開発した手法では、元素分析を行う代わりに、石炭の品質評価に用いられる日本

産業規格 5)（JIS M 88126)）を応用し、バイオ炭の工業分析値（揮発分（VM）7)や固定炭素

（FC）8)）を用いて、炭化温度や農地施用による炭素貯留量を算出します。JIS に基づく工業

分析は日本国内の公的機関で実施可能であり、測定精度が確保されています。さらに、こ

の算出式を原料ごとに研究機関等が作成・共有することで、バイオ炭の品質評価プロセス

の効率化が進み、結果としてバイオ炭による炭素クレジット 9)創出の効率化も期待されま

す。 

                             

＜関連情報＞ 

予算：農林水産省委託プロジェクト研究「農林水産分野における炭素吸収源対策技術の開

発（農地土壌の炭素貯留能力を向上させるバイオ炭資材等の開発）」JP J008722 
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開発の社会的背景                                   

地球温暖化対策計画（2021 年 10 月閣議決定）において、農林水産省は農地土壌を活用し

た炭素吸収源対策の目標を、2030 年度まで 850 万トン CO2に設定しています。農林水産省

が取りまとめた「バイオ炭の農地施用をめぐる事情 10)」によれば、バイオ炭の農地施用は、

堆肥や緑肥などの有機物の農地施用とともに、炭素の農地土壌貯留（吸収源対策）として

位置付けられ、利用拡大が推進されています。バイオ炭の農地施用は、生産者が自らの営

農の中で取り組むことができる地球温暖化対策のひとつです。この取り組みにより、農産

物の付加価値を高めたり、クレジット化によって販売収益を得ることができるだけでなく、

農地の土壌改良効果といった営農上のメリットも期待されています。さらに、地域の未利

用バイオマスをバイオ炭原料として活用することで、地域の環境整備に貢献することが可

能です。また、環境に配慮した農産物を購入することで、実需者や消費者も地球温暖化対

策に貢献できるというメリットもあります。 

こうしたバイオ炭の利活用が推進される背景には、2019 年 IPCC 改良ガイドラインで、

バイオ炭の農地施用による炭素貯留量の算定方法が追加され、日本国温室効果ガスインベ

ントリ 11)の報告対象となったことが挙げられます。さらに、2020 年 9 月には J-クレジット

方法論「AG-004 バイオ炭の農地施用」が策定されたことも普及促進につながっています。 

 

研究の経緯                                       

2019 年 IPCC 改良ガイドラインでは、バイオ炭による土壌炭素貯留量を算出するため、

炭化温度（350℃以上）、施用量、有機炭素含有率（Fc）、および 100 年後の炭素残存率（Fperm）

の把握が必要とされています。現在、日本の温室効果ガスインベントリ報告では、4種類の

木質由来バイオ炭（白炭、黒炭、粉炭、オガ炭）には IPCC デフォルト値が適用され、竹由

来バイオ炭には日本独自の値が使用されています。一方、J-クレジットのバイオ炭方法論

では、これら以外の自家製造品にも IPCC デフォルト値を適用しており、クレジット申請者

には炭化温度が 350℃を超えることの証明が求められます。しかし、バイオ炭は原料や炭

化方法によって品質が大きく異なるため、低コストかつ正確な炭化温度推定手法の開発が

必要とされていました。 

また、日本独自の係数を用いたより正確な評価も期待されていますが、その作成には時

間とコストを要する元素分析が必要です。現在、日本では日本産業規格（JIS M 8812）に

基づき、固定炭素（FC）、揮発分（VM）、灰分の測定を通じてバイオ炭の品質評価が行われ

ています。本研究では、これらの分析データを活用し、炭化温度を精度よく推定しつつ、

原料の種類に関係なく農地土壌炭素貯留量を簡便かつ正確に計算できる新たな手法を開発

しました。 

 

研究の内容・意義                                    

1. バイオ炭の炭化温度算出と特性評価プロトコル 12)の開発 

炭化温度（350－900℃）を設定し作成した木質由来および竹由来のバイオ炭（標準炭）

と、炭化温度が明らかでない市販の各種バイオ炭を対象に、図 1に示した分析フローに

従い、日本産業規格（JIS M 8812）に基づき揮発分（VM）や固定炭素（FC）などを測定

しました。標準炭の VM/FC 比と既存の文献（炭化温度と VM/FC 比が明らかなバイオ炭）

から炭化温度の算出式を原料別に作成しました（図 2）。これにより炭化温度が不明な市



4 
 

販の各種バイオ炭の炭化温度が計算できました。併せて標準炭と市販の各種バイオ炭の

元素分析と無機炭素分析により IPCC 改良ガイドラインの算出係数である有機炭素含有

率（Fc）を測定し、さらに 100 年後の炭素残存率（Fperm）を求めました。これに基づき、

JIS 分析値（VM/FC）を用いて Fc および Fperm を算出するプロトコルを開発しました（図

3）。 

 

 

 

 

 

 

図 1．本手法開発に用いた分析フロー 

図 2．バイオ炭の工業分析値を用いた炭化温度の算出 

標準炭

分析の前処理

工業分析
（JIS M 8812)

原料から作成
（炭化温度 300－900℃）
黒炭（n=16）、竹炭（n=6）

無機炭素分析
(ASTM D4373)

市販バイオ炭

日本国内で広く収集する
（炭化温度不明）

黒炭（n=10）、粉炭（n=7）、竹炭（n=13）

元素分析
(ISO 29541)

• 揮発分（VM, %）
• 固定炭素（FC, %）
• 灰分（Ash, %）
• 水分（Moisture, %）

• 炭素（element C, %）
• 水素（H, %）
• 窒素（N, %）

• 無機態炭素
（inorganic C, %）

• 有機態炭素（Corg, %）
= element C – inorganic C

• 有機炭素含有率 Fc = Corg/100
• 100年後炭素残存率 Fperm
（H:Corg比より推定）

図2
炭化温度
推定式

既存文献
（炭化温度と工
業分析値が既
知のバイオ炭）

黒炭（n=32）、
竹炭（n=14）

IPCC改良ガイ
ドラインの手法

本研究で
の手法

推定式構築

図3、図4

○：標準黒炭（n=16）; ▲：文献から引用した黒炭（n=32）
○：標準竹炭（n=16）; ▲：文献から引用した竹炭（n=14）
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2. 温室効果ガスインベントリに対応した炭素貯留量算出係数の提案 

黒炭、粉炭、竹炭を対象に、標準炭と市販のバイオ炭から 3 つの炭化温度域における

農地施用時の炭素貯留量を算出するための係数（Fc および Fperm）を得ました（表 1）。

算出された係数は IPCC デフォルト値と比べて、黒炭と粉炭では炭化温度が高ければ

（600℃以上）、竹炭は炭化温度が低くても（350℃以上）、Fc と Fperm のいずれも高い値

であることが確認されました。 

 

 

 

○：標準黒炭（n=16）; ●：市販黒炭（n=10）
○：標準竹炭（n= 5）; ●：市販竹炭（n=13）

⾼温（600℃以上）中温（450℃以上 600℃未満）低温（350℃以上 450℃未満）
種類

FpermFcnFpermFcnFpermFcn

0.91±0.050.92±0.04150.76±0.040.84±0.0370.65±0.040.76±0.034黒炭

0.89±0.020.87±0.0530.80±0.030.67±0.114n.a.n.a.0粉炭

0.92±0.040.86±0.02100.82±0.070.80±0.0340.71±0.040.79±0.034竹炭

（備考） n は各温度域で用いたサンプル数（標準バイオ炭と収集バイオ炭のデータを含む、350℃以下のバイオ炭は除外）
Fc はバイオ炭の有機炭素含有率、Fperm は100年後炭素残存率（地温14.9℃において算出）
また、バイオ炭の施用による炭素貯留量の算定は下記の式となります：
【炭素貯留量（トンCO2）】＝投入されたバイオ炭の量（トン、乾重）×Fc×Fperm×44/12

「日本国温室効果ガスインベントリ報告」で用いられるIPCCデフォルト値(Fc、Fperm)
黒炭：0.77、0.89; 粉炭：0.77、0.80；竹炭：0.778、0.65
＊炭化温度は、いずれも350℃以上

図 3．バイオ炭の工業分析値を用いた有機炭素含有率 Fc と 

100 年後の炭素残存率 Fperm の算出 

表 1．本研究で提案した黒炭、粉炭、竹炭の算出係数 
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3. 炭素貯留量の簡易算出式の構築 

JIS 分析値の固定炭素（FC）を用いて、バイオ炭の炭素貯留係数 13)（Fc と Fperm の積）

に対応する関係式を構築しました（図 4）。この関係式を用いることで、原料の種類に関

係なく、農地に施用されたバイオ炭の FC を用いて炭素貯留量を簡易かつ正確に算出す

ることが可能となります（炭素貯留量（トン CO2）＝ 投入バイオ炭の量（トン、乾重）

× 0.136e0.0192FC × 44/12）。 

 
 

 

 

 

4. 開発手法の意義と適用性 

新たに開発した手法は、時間と費用がかかる元素分析ではなく、工業分析を応用する

ことで、揮発分（VM）や固定炭素（FC）の測定値から炭化温度や炭素貯留量を簡易かつ

正確に算出可能とするものです。こうした算出式を原料別に研究機関等が作成・共有す

ることで、バイオ炭の品質評価プロセスの効率化が期待されます。特に、原料の種類に

関係なく、バイオ炭の施用量と固定炭素（FC）から炭素貯留量を簡易かつ正確に計算で

きるようになったことは画期的です。 

本プロトコルは、木質や竹以外の原料由来バイオ炭にも適用可能で、実用性とコスト

効率に優れています。ただし、炭化温度推定には原料別の算出式作成が必要であり、灰

分の多いバイオ炭（例：もみ殻や汚泥由来）への適用性を検証することが今後の課題で

す。 

 

今後の予定・期待                                 

本手法を活用することで、すでに炭の産業規格が存在する国では、当該規格に基づく測

定指標から、バイオ炭の炭化温度、有機炭素含有率（Fc）、および 100 年後の炭素残存率

（Fperm）を算出することが可能です。一方、産業規格が存在しない場合でも、日本産業規

○：標準黒炭（n=16）; ●：市販黒炭（n=10）
○：標準竹炭（n=15）; ●：市販竹炭（n=13）

■：市販粉炭（n=17）

図 4．バイオ炭の工業分析値を用いたバイオ炭の炭素貯留係数 Fc×Fperm の算出 

（ Fc：有機炭素含有率、Fperm:100 年後炭素残存率） 
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格に基づく本手法を採用することで、簡易ながら一定の精度でバイオ炭の品質評価を行う

ことができます。 

本研究で開発した手法は、国内で未利用の農業残渣などを原料としたバイオ炭の評価だ

けでなく、アジア地域における多様なバイオマス資源への適用が期待されます。これによ

り、バイオ炭の施用が持続可能な資源循環や温室効果ガス削減の促進に一層寄与すること

が見込まれます。本研究で示した新たな計算方法は、現時点では正式なクレジット計算方

法として採用されていません。そのため、今後、J-クレジット運営委員会への提案・議論

を進めることが重要です。また、本計算方法が国際的に認められるためには、木質バイオ

マスや竹以外の原料由来のバイオ炭についても、図 1 に示したフローに基づきデータの蓄

積や論文化を進める必要があります。 

 

用語の解説                                    

1) 2019 年 IPCC 改良ガイドライン 

正式タイトルは「2006 年 IPCC 国別温室効果ガスインベントリガイドラインの 2019 年

改良」で、2006 年に発表された温室効果ガスインベントリガイドラインを改良したもの

です。本改良ガイドラインでは、バイオ炭の利用に関する新たな計算方法が追加され、

土壌中での炭素固定効果を評価するための方法が提供されました。これにより、バイオ

炭の施用が土壌炭素貯留として認められる根拠が整備されました（https://www.ipcc-n

ggip.iges.or.jp/public/2019rf/index.html）。 

2) 有機炭素含有率（Fc） 

バイオ炭の品質や利用効果を評価する上で重要な指標であり、炭に含まれる有機炭素

の割合を示します。一般的に、生成温度が高くなるほど Fc は増加しますが、その値は原

材料の特性にも左右されます。Fc は、元素分析によって得られた炭素含有量から無機炭

素を差し引くことで求められます。 

3) 100 年後炭素残存率（Fperm） 

有機炭素含有率 Fc と同様にバイオ炭の品質や利用効果を評価するための重要な指標

で、バイオ炭が土壌中で 100 年後にどれだけの炭素を保持するかを意味します。Fperm

の値も生成温度に依存し、高温で炭化されたバイオ炭は低温のそれよりも高い Fperm を

示します。Fc とは異なり、Fperm は原材料の影響を受けにくい傾向があります。 

4) 元素分析 

元素分析は、物質を構成する元素の種類とその含有量を明らかにする手法です。さま

ざまな方法が存在しますが、本研究では燃焼法を採用しました。この方法では、有機化

合物を完全燃焼させ、その際に発生するガスの量を測定することで、炭素、水素、窒素

の組成比を算出します。 

5) 日本産業規格（JIS）および工業分析 

法改訂に伴い、従来の「日本工業規格」が「日本産業規格（JIS）」に改められました。

JIS は日本の産業製品やサービスに関する規格や測定法などを定めた国家規格で、Japa

nese Industrial Standards の頭文字をとったものです。産業標準化法に基づいて制定

されます。JIS に定められた測定法を用いた分析は、工業分析ともいいます。 

6) JIS M 8812 
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「日本産業規格（JIS）」の一つであり、石炭やコークスの燃料品質を評価するための標

準的な分析方法です。この方法において、水分、灰分、揮発分の測定手順や精度が規定

されています。固定炭素は、試料中の成分から灰分と揮発分を差し引いた残りの部分と

して算出されます。水分含有量は無水基準または気乾基準のいずれかで表示されるため、

データの解釈には基準の確認が必要です。なお、この規格には木炭に関する具体的な規

定は含まれていません。しかし、一般社団法人全国燃料協会が定める燃料用木炭の規格

（http://www.zen-nen.or.jp/pdf/nenryokikaku.pdf）では、品質基準の分析方法として

JIS M 8812 が採用されています。このため、日本においてはバイオ炭の評価にも、JIS 

M 8812 に準拠した手法が広く用いられています。 

7) 揮発分（VM） 

 木炭に含まれる炭素以外の可燃物の量を指します。JIS M 8812 では、試料を白金るつ

ぼに入れ、蓋をした状態のまま 900℃で加熱し、7分間保持します。その後、試料を冷却

し、加熱による減量を計測します。この減量した重量を試料重量で割り、揮発分の割合

を算出します。なお、この値は無水基準で計算されます。 

8) 固定炭素（FC） 

 工業分析によって評価される木炭中の炭素含有率を指します。一方で、「有機炭素含有

率（Fc）」とは測定方法が異なるため、用語の意味も異なります。一般的に、炭化温度が

高いほど木炭や竹炭の固定炭素は増加する傾向を示します。ただし、もみ殻炭や下水汚

泥由来炭のように灰分を多く含むものでは、炭化温度が高くても、白炭（80～85％）ほ

どの固定炭素には達しません。 

9) 炭素クレジットと J-クレジット 

温室効果ガスの削減量や吸収量を CO2 重量に換算し、「クレジット（排出権）」として

売買可能な形にしたのが炭素クレジットです。そのうち、省エネルギー機器の導入や森

林経営などの取り組みによる、CO2 などの温室効果ガスの排出削減量や吸収量を国が認

証し、発行される「クレジット」が J-クレジットです。カーボンオフセットを推進した

い事業者にクレジットを売却することで、取組側が利益を得ることが可能となります。

この制度を活用したプロジェクトを実施するため、技術ごとにプロジェクトの適用範囲、

排出削減・吸収量の算定方法及びモニタリング方法などを規定する方法論が必要です。

2020 年９月末に J-クレジット方法論 AG-004「バイオ炭の農地施用」が登録されまし

た（https://japancredit.go.jp/about/methodology/）。 

10) バイオ炭の農地施用をめぐる事情 

農林水産省農産局農業環境対策課がまとめた、バイオ炭の農地施用に関する資料です。

定期的に更新されており、最新版は令和 6年 11 月に公開されています（https://www.m

aff.go.jp/j/seisan/kankyo/attach/pdf/biochar-1.pdf）。 

11) 温室効果ガスインベントリ 

特定の国や地域が排出する温室効果ガス（GHG）の種類や量を体系的に記録・報告する

ためのデータ集です。これは、国際的な気候変動対策の枠組みである「気候変動枠組条

約（UNFCCC）」や「パリ協定」に基づき、各国が毎年提出する義務を負う重要な報告書に

含まれます。日本のインベントリは温室効果ガスインベントリオフィスより提出されて

います（https://www.nies.go.jp/gio/aboutghg/index.html）。 
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12) プロトコル 

手順や手続きを意味しており、分子生物学や生化学などの実験においては、実験の手

順及び条件等について記述したものです。 

13) 炭素貯留係数 

  バイオ炭の炭素貯留量は、次式（炭素貯留量（トン CO2）＝ 投入バイオ炭の重量（ト

ン、乾重）× Fc × Fperm × 44/12）を用いて算出することから、本記事では、施用に

用いたバイオ炭の Fc と Fperm の積（Fc×Fperm）を炭素貯留係数と定義しました。 
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